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荷主と物流事業者との取引について（概要） 

平成２７年３月１１日 

公 正 取 引 委 員 会 

第１ 調査の趣旨・方法等

１ 調査の趣旨

公正取引委員会は，独占禁止法上の優越的地位の濫用規制に基づき，事業者に不当に不利益 

を与える行為に対して厳正かつ効果的に対処するとともに，違反行為の未然防止に係る取組を

行っている。 

荷主と物流事業者との取引については，平成１６年４月以降，優越的地位の濫用規制の一つ

として独占禁止法に基づき指定した「特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場合の特定の

不公正な取引方法」（物流特殊指定）を通じ，より積極的に取組を進めてきている。 

近年，物流事業者が，燃料価格が上昇傾向にあった1際にも，荷主から運賃を一方的に従来ど

おりに据え置かれるなど厳しい取引環境に置かれているといわれている。こうした実情を踏ま

え，荷主と物流事業者との取引において，荷主による優越的地位の濫用規制上問題となり得る

行為が行われていないかについて，調査を実施することとした2。 

２ 調査方法

⑴ 書面調査

本調査では，荷主と物流事業者との間の物品の運送又は保管（以下「運送等」という。）

に係る継続的3な取引を対象とした。 

           

1
 調査対象期間（平成２５年８月１日から平成２６年７月３１日）において，軽油の店頭現金価格（消費税込み）は１リ

ットル当たり１３７．９円（平成２５年８月５日時点）から１４７．４円（平成２６年７月２８日時点）に値上がりして

いる。平成２６年８月以降は下落に転じ，平成２７年２月２３日時点で１１７．９円となっている。（出典：資源エネル

ギー庁「給油所小売価格調査」）
2
 荷主と物流事業者との取引については，平成１８年３月に「荷主と物流事業者との取引に関する実態調査報告書」を公

表している。 
3
 単発（スポット）取引は本調査の対象外とした。 

荷主
物品の運送等の委託 

物流事業者 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課 

電話 ０３－３５８１－３３７３(直通) 

ホームページ http://www.jftc.go.jp/ 
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物流事業者に物品の運送等を委託していると思われる荷主１０，０００名，荷主から物品

の運送等の委託を受けていると思われる物流事業者２５，０００名を対象として，調査票を送

付し，書面調査を実施した。調査票の発送数及び回答者数は，下表のとおりである。 

 

調査対象事業者 発送数（Ａ） 回答者数（Ｂ）（Ｂ／Ａ） 

荷主 １０，０００名 ６，１３９名（６１．４％） 

物流事業者 ２５，０００名 ７，００８名（２８．０％） 

 

本調査では，書面調査における回答者のうち，物品の運送等に係る取引を行っていると回

答した荷主４，５３０名及び物流事業者４，６２０名からの，物品の運送等に係る年間取引

高が多い取引先（上位３名。以下それぞれ「主要な物流事業者」，「主要な荷主」という。）

との取引についての回答を基に調査結果を取りまとめている。    

              

⑵ ヒアリング 

書面調査に回答した物流事業者のうち，主要な荷主から受けた行為について具体的に回答

した２５名を対象にヒアリングを実施した。 

 

３ 調査対象期間等 

⑴ 調査票発送日：平成２６年７月３１日 

 

⑵ 回 答 期 限：平成２６年９月５日 

 

⑶ 調査対象期間：平成２５年８月１日から平成２６年７月３１日 
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第２ 調査結果の評価及び公正取引委員会の対応 

１ 荷主及び物流事業者の概要 

回答のあった荷主のうち，約半数が資本金３億円超（５４．３％），年間売上高１００億円超

（４５．８％）の比較的大規模な事業者である一方，回答のあった物流事業者のほとんどが資

本金５，０００万円以下（８８．７％），年間売上高１０億円以下（７５．６％）の比較的小規

模な事業者であった。 

 

２ 荷主と物流事業者との取引の状況 

⑴ 書面交付及び支払方法の状況 

荷主と物流事業者との取引における書面の交付状況については，多くの荷主は主要な物流

事業者に物品の運送等の委託を行うに当たり，書面を交付していると回答している

（８１．１％）が，書面を交付していないと回答した荷主も一定数見受けられた（１８．９％）。 

また，代金の支払方法について，荷主のうち約２割が主要な物流事業者に対し手形による

支払を行っていると回答し，１２０日を超えるサイトの手形で支払っている荷主も一定数見

受けられた。 

 

⑵ 代金の支払遅延等の状況 

ア 行為類型別の状況 

荷主と物品の運送等に係る取引を行っていると回答した物流事業者４，６２０名のう

ち，主要な荷主から，物流事業者に責任がないなど荷主の都合による代金の支払遅延等の

不利益を１つ以上受けたと回答した物流事業者は３０６名であり，その割合は全体

の６．６％であった（表１）。 

また，行為類型別にみると，物流事業者に責任がないのに「代金の減額」を受けたと回

答した物流事業者が１８８名であり，その割合は全体の４．１％と他の行為類型に比べて

特に高くなっている（表１）。 

     

   表１ 行為類型別の状況 

行為類型 
不利益を受けた 

物流事業者数 

荷主との取引について回答し

た物流事業者数に占める割合 

代金の支払遅延 ２９名 ０．６％ （29/4,620）

代金の減額 １８８名 ４．１％（188/4,620）

買いたたき ６７名 １．５％ （67/4,620）

物品等の購入・利用の強制 ５７名 １．２％ （57/4,620）

経済上の利益の提供要請 ２７名 ０．６％ （27/4,620）

発注内容の変更 １８名 ０．４％ （18/4,620）

合計4 ３０６名 ６．６％（306/4,620）

 

 

                         
4
 荷主から複数の行為類型に係る不利益を受けている物流事業者が存在するところ，行為類型ごとの物流事業者数の合計

は３８６となるが，不利益を１つ以上受けた物流事業者数として合計すると３０６となる。 
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イ 物流事業者が不利益を受け入れた理由 

前記アで，主要な荷主から，代金の支払遅延等の不利益を１つ以上受けたとの回答のあ

った物流事業者３０６名に対し，延べ３８６の事例について，荷主による当該行為を受け

入れた理由を聞いたところ，「今後の取引数量，取引高等に影響があると自社が判断した

ため」とするものが１７１事例（４４．３％），「荷主から今後の取引数量，取引高等への

影響を示唆されたため」とするものが８４事例（２１．８％）であった。 

このように，物流事業者は，主要な荷主との取引の継続への影響を考慮して，やむを得

ず不利益を受け入れていることも少なくなく，こうした荷主の行為は優越的地位の濫用

規制上問題となり得るものである。 

 

ウ 物流事業者の年間売上高との相関 

   前記アの物流事業者３０６名のうち，年間売上高について回答のあった２８２名につい

て，主要な荷主との取引について回答のあった物流事業者４，６２０名のうち，年間売上

高について回答のあった４，３７２名に占める割合を，年間売上高別にみると，表２のと

おりである。年間売上高「１億円以下」の区分で最も割合が高くなっており，年間売上高

が小さい物流事業者ほど，代金の支払遅延等の不利益を受けたとの回答があった割合が高

くなるという傾向がみられた。 

 

 表２ 物流事業者の年間売上高との相関 

物流事業者の 

年間売上高 

1億円 

以下 

1億円超 

10億円以下

10億円超 

30億円以下
30億円超 合計 

物流事業者数（名） 862 2,443 656 411 4,372 

代金の支払遅延等の不利益

を受けた物流事業者数（名） 
73 175 21 13 282 

代金の支払遅延等の不利益

を受けた物流事業者数の割

合 

8.5% 7.2% 3.2% 3.2% 6.5% 

73／862 175／2,443 21／656 13／411 282／4,372

 

⑶ 燃料価格上昇に伴う代金の引上げの状況 

調査対象期間（平成２５年８月１日から平成２６年７月３１日）において燃料価格が上昇

傾向にあったことから，物流事業者に対し，燃料価格の上昇を理由として，主要な荷主に代

金の引上げを要請したことがあるかを聞いたところ，回答のあった３，０５０名のうち，約

半数が代金の引上げを要請していた（５０．４％）。このうち，約７割の物流事業者から主

要な荷主が代金の引上げ要請に応じてくれたとの回答があった一方で, 代金の引上げ要請

に応じてくれなかったという回答も一定数見受けられた（２７．０％）。このことから，調

査対象期間においては燃料価格が上昇傾向にあったことからすれば，主要な荷主に代金の引

上げを要請したことはないと回答した物流事業者と代金の引上げ要請をしたが主要な荷主

が応じてくれなかったと回答した物流事業者を合わせた上記３，０５０名のうち約６割の物

流事業者は燃料価格の上昇があっても代金の引上げが困難な状況にあったと思われる。また，

代金の引上げを要請したことがあると回答した物流事業者のうち約１割の物流事業者は，代
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金の引上げを要請しても，主要な荷主が一方的に代金を据え置いたり，交渉に一切応じよう

としなかったと回答しており，このような荷主の行為は，優越的地位の濫用規制上問題とな

り得るものである。  

 

３ 公正取引委員会の対応 

本調査の結果，物品の運送等に係る一部の取引において，荷主による優越的地位の濫用規制

上問題となり得る行為が行われていることが明らかとなった。公正取引委員会としては，荷主

により物流事業者に不当に不利益を与えるような行為が行われることがないよう注視する必

要がある。これらの行為は，荷主と物流事業者との間で，あらかじめ取引条件等を定めていな

かったり，荷主から物流事業者に対し，取引条件等が記載された書面が交付されていなかった

ことに起因しているとも考えられることから，物品の運送等の取引に当たっては，取引条件等

の明確化や書面の交付が望まれる。    

また，燃料価格上昇に伴う代金の引上げ交渉においても，荷主による優越的地位の濫用規制

上問題となり得る行為が行われていることが明らかとなった。特に，燃料価格が上昇しても，

「仕事を減らされるのが怖くてお願いできない」，「燃料価格上昇に係る費用の転嫁をお願いし

たとしても応じてくれないことが分かっているため，そもそもお願いしていない」というよう

に，荷主に対して，燃料価格の上昇を理由として代金の引上げを要請すること自体が難しいと

する回答もみられるなど，物流事業者が厳しい取引環境に置かれていることがうかがわれる。

公正取引委員会としては，物流事業者から荷主に対して代金の引上げ要請があっても，荷主が

一方的に代金を据え置いたり，取引に影響が生じる旨を示唆するなど代金の引上げ要請自体を

させないようにする行為は優越的地位の濫用規制上問題となり得る行為であることを周知し

ていく必要がある。 

さらに，こうした行為が，物流事業者間の取引において行われた場合には，優越的地位の濫

用規制上問題となり得ることはもとより，下請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」という。）

上問題となり得ることにも留意する必要がある。 

このため，公正取引委員会は，違反行為の未然防止の観点から，本調査結果を公表するとと

もに，以下の対応を行うこととする。 

 

⑴ア 荷主及び物流事業者を対象とする講習会を実施し，本調査結果並びに優越的地位の濫用

規制及び下請法の内容を説明する。 

イ 荷主及び物流事業者の関係事業者団体に対して，本調査結果を示すとともに，荷主及び

物流事業者が物品の運送等の委託取引における問題点の解消に向けた自主的な取組を行

えるよう，改めて優越的地位の濫用規制及び下請法の内容を傘下会員に周知徹底するなど，

業界における取引の公正化に向けた自主的な取組を要請する。 

 

⑵ 公正取引委員会は，今後とも，物品の運送等の取引実態を注視し，優越的地位の濫用規制

又は下請法上問題となるおそれのある行為の把握に努めるとともに，これらの法律に違反す

る行為に対しては，厳正に対処していく。 

 

 


